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〔原著〕

留学生相談の実態と課題
ー全国高等教育機関の調査からー
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Counseling and Guidance oflntemational Students inJapanese Higher Education: 

ASurvey 

Takayo別OUE(Tokyo University of Fore.伊 Studies) Takehiko ITO (Wako Universii例

百lepurpose of this study was to investigate how counselors and advisers in ]apanese higher education help 

inter百ationalstudents and to exar叫ne白ewaysωconductstudent counseling and guid組 問 配rvice.A questionnaire 

based on Matsubara & Ishikuma (1993) about the situation of counseling ac出悩eswas mailed ω411 insti卸値ons.

Three hundred thirty-six responses仕'Om250 institutions were received. Quantitative increase of service for 

intemational students was observed. Several recommendations for further improvement of helping services， such as 

coordin柑onwi血 medicalor宮anizations，白epreventive approach， and the utilization of回 mpuscomputer network， 

were proposed. 
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〔要約〕

本研究の目的は日本の高等教育機関における留学生に対する栴談活動の実態を調査することであった。松原・

石隈(1993)調査に基づいた質問紙が411機関に郵送された。 250機関から336部局の回答が寄せられた。留学生への

サービスの量的増大が観察された。医療機関との連携、予防的接近、コンビュータネットワーク利用など、いく

つかの提言がおこなわれた。

キーワード:留学生、カウンセリング、相談、大学、質問紙調査法

1.はじめに

西暦2000年までに国費・私費留学生あわせて10万人

を受け入れようとする、日本国政府の「留学生10万人

計画Jの提唱(1983)もあって、日本の大学のキャンパ

スには外国人留学生が年々確実に増加してきた。しか

し、 1996年度・ 1997年度ともに留学生受け入れの人数

が続けて減少した(留学交流事務研究会，1997)。帰国

留学生からは、意外に日本留学の評価が高いという研

究(遠藤・王， 1997) もあるが、日本での大学の制度

的な受け入れ態勢を問題視する声も強い(栖原，

1996 ;谷， 1997;関， 1997など)。文部省の諮問を受け

た留学生政策懇談会(1997)は「留学生に対する教育・

生活面の相談・支援体制」の充実のために「留学生に

対するセンター機能の整備」と「留学生担当教職員の

配置の充実と専門性の向上」を提言しており、学生相

談関係者にとっても検討すべき課題があるといえる。

-東京外国語大学 “和光大学
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受け入れ側の心理学的諸問題として、大学のカウン

セラーが留学生に対してどのように対応すべきかが検

討され(たとえば、高松・白土， 1992;田中，1993;加

賀美・箕口1997;井上1995，1997abなど)、さらに、よ

り広く大学総体として留学生援助のため留学生担当者

や留学生センターなどの部局を整備することの必要性

も提唱されてきた(松原・石隈，1993;高松・白土，

1997など)。

留学生受け入れ態勢の問題とその解決のために、学

生相談の立場からは、日本で学ぶ外国人留学生の相談

の実態について、松原・石隈 (1993)が1990年の学生

相談室と1991年の留学生センターの活動を対象にして

調査した結果が貴重な資料である。この調査の目的は、

留学生が「留学生センターまたは学生相談室に相談し

た内容」、「留学生が困っている状況(程度)J、そして

「留学生センター・学生相談室の利用状況Jを明らか

にすると同時に、留学生に対する具体的な相談事例を

集めることにより、留学生に対する相談のあり方につ
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いて検討するものであった。松原・石隈(1993)は、大

規模国立・私立大学の留学生カウンセラー・アドバイ

ザーと全学生対象のカウンセラーによる留学生援助の

体制と実態を調査し、両者の連携を今後の研究課題と

して提起している。しかしながら、 1990年度という調

査時期を反映して、この調査対象となったのは22大学

39カ所に留まっている。同年度では、留学生センター

の数は国立大学では 6大学であったが、 1997年12月現

在では26大学に増加している(国立大学留学生指導研

究協議会， 1997)ように、ここ数年間の留学生相談体

制の量的増大は著しい。鴫湾 (199η や全国学生相談研

究会議(1996)などで、日本の大学の学生相談機関の整

備状況が検討されてもいる。本研究では、 1996年の調

査をもとに、留学生数急増後の各大学の努力を反映し

た留学生対応の制度的・実態的把握のために現状の資

料を提出することを目的とする。

〔目的〕

本研究の目的は、まず第 lに、松原・石隈(1993)の

調査と同じ質問項目によって1996年度の留学生相談の

実態を明らかにすることである。この調査をふまえて、

現在の留学生受け入れ態勢や留学生相談の改善のため

の方策を学生相談の観点から検討することが第 2の目

的である。

〔方法〕

( 1 )調査の対象

文部省(1996)に記載されていた高等教育機関のリス

トに基づき、国公立大学122校、私立大学193校、短期

大学17校、高専54校、専修学校25校、の合計411校を

調査の対象とした。これは、 1996年(平成8年) 5月

1日現在、国費留学生が l名以上在籍しているか、ま

たは私費留学生が20名以上在籍している高等教育機関

の留学生担当部課と担当職員のリストに基くものであ

る。

( 2 )調査方法

上記の411機関の留学生担当部局に、依頼状と質問

紙「留学生相談についての実態調査J(付録B参照)

をl部ずつおくった。依頼状は、相談担当部局(学生

相談室、保健管理センタ一、留学生センタ一、留学生

課、学生課、留学生寮など)が複数ある場合に、部局

ごとに、この挨拶状と調査票を必要部数コピーし、到

着から 1週間以内に各部局へ配布することを要請し

た。回答はとりまとめず、各部局から直接、返送する

ように依頼した。 6週間の期限を設けて、 1997年10月

-11月に質問紙を郵送により回収した。

( 3 )調査内容

質問項目は松原・石隈(1993)を参考に作成した。具

体的には、 1996年度についての 1)学生数、 2)留学生

数、 3)留学生センター・学生相談室の有無と担当者の

人数、 4)留学生の相談件数、 5)留学生の相談内容、

6)留学生の困っている状況の捉え方、 7)留学生の用

いる問題解決法、 8)留学生の留学生センター・学生相

談室の利用の実態、 9)留学生の中退者の相談事例、

10)留学生の心理的援助担当者の部局・身分(常勤・非

常勤) ・職名・名前、 11)留学生の相談をめぐる困った

こと・改普ーしようとしていること、の11項目に分かれ

ている。

〔結果〕

(1)回答数と回収率

合計250校の336部局より回答がよせられた。内訳は、

国公立大学83校(回答した全学校数の33.2%)より 139

回答(全回答数の41.7%)、私立大学111校 (44.4%)よ

り135回答 (39.9%)、高等専門学校45校 (18.0%)より

50回答(14.9%)、専修学校7校(2.8%)より8回答 (2.4%)、

短期大学4校(1.6%)より4回答(1.2%)であった (Table1)。

回収率は学校数で計算すると国公立大学68.0%、私立大

学57.5%、高等専門学校83.3%、専修学校28.0%、短期大

学23.5%で全体では60.8%となった。複数回答があった

学校は主に、学生数・学部数が多い大学、キャンパス

が複数ある大学等、相談部局が複数ある機関である。

( 2 )学生相談室の設置数

日本人学生・留学生を問わず学生の相談のために

「学生相談室」が設置されているかどうかを聞いたと

ころ、 247回答 (73.5%) が相談室があると答えた

(Table2AとTable2B)。学校種別に見ると私立大学より

も国立大学のほうが「学生相談室」の設置率が低かっ

た。また、高専のほとんどが学生相談室を置いている

こともわかった。国立大学においては学生相談室にあ

たる部局が保健管理センターに設置され「学生相談室J

Table1 調査対象と回収率

学校種別送付数a回答学校数b 回答部局数回収率(b/a)

国公立大 122 83 (33.2%) 139 (41.7%) (68.0%) 

私立大 193 111 (叫.4%) 135 (39.9%) (57.5%) 

短期大学 17 4 (1.6%) 4 (1.2%) 。3.5%)
高専 54 45 (18.怖) 50 (14.9%) (83.3%) 

専修学校 25 7 (2.8%) 8 (2.4%) 。8.0%)
合計 411 250(100.0%) 336 (100.0%) (60.8%) 
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という名称ではない場合に「無」と回答した場合があ

るのかもしれない。

全国学生相談研究会議・専任カウンセラー懇話会・

学生相談ガイド編集委員会 (1996)によって、全国の

国公私立大学の学生相談室156カ所の紹介がおごなわ

れている。本研究158校とのクロスチェックをおこな

うことにより、本研究で用いた「学生相談室Jという

用語の妥当性を検討する必要があろう。

Table2A学生相談室の有無(学校数)

学校種別有 無・無回答学校数 % 

国公立大 62 74.7% 21 25.3% 83 100.0% 

私立大 96 86.5% 15 13.5% 111 100.0% 

短期大学 4 100.0% 。.0% 4 100.0% 

高専 44 97.8% 1 2.2% 45 100.0% 

専修学校 5 71.4% 2 28.6% 7 100.0% 

合計 211 84.8% 39 15.6% 250 100.0% 

Table2B 学生相談室の有無(部局数)

学校種別 有 無・無回答部局数 % 

国公立大 79 (56.4%) 61 (43.6%) 140 100.0% 

私立大 112 (83.6%) 22 (16.4%) 134 100.0% 

短期大学 4 (100.0%) 0 (.0%) 4 100.0% 

高専 47 (94.0%) 3 (6.0%) 50 100.0% 

専修学校 5 (62.5%) 3 (37.5%) 8 100.0% 

合計 247σ3.5%) 89α6.5%) 336 100.0% 

( 3 )留学生センターの有無

留学生センターの有無はTable3AとTable3Bに示し

た。国公立大学の約18%、私立大学の約24%に留学生

センターが設置されている。事務組織については文部

省留学課が実状を把握し、留学生担当部局の名簿を毎

年発行している(たとえば，文部省，1996)。この留学生

担当部局名簿を最初の刊行年度から調べることによ

り、各年度の留学生センターや留学生援助機関の職員

組織の変遷をたどることができょう。

Table3A 留学センターの有無(学校数)

学校種別有 無・無回答学校数 % 

国公立大 15 18.1% 68 81.9% 83 100.0% 

私立大 27 24.3% 84 75.7% 111 100.0% 

短期大学 1 25.0% 3 75.0% 4 100.0% 

高専 。.0% 45 100.0% 45 100.0% 

専修学校 1 14.3% 6 85.7% 7 100.0% 

合計 44 17.6% 206 82.4% 250 100.0% 

Table3B 留学生センターの有無(部局数)

学校穣別有 無・無回答部局数 % 

国公立大 21(15.0%) 119(85.0%) 140 100.0% 

私立大 31(23.1%) 103(76.9%) 134 100.0% 

短期大学 1(25.0%) 3(75.0%) 4 100.0% 

高専 o (.0%) 50 (100.倒) 50 100.0% 

専修学校 1(12.5%) 7 (87.5%) 8 100.0% 

合計 54(16.1%) 282(83.9%) 336 100.0% 

( 4 )留学生相談室の有無

留学生のための相談室があるかどうかを示したのが

Table 4である。回答校のうち、国公立大学の83校中24

校に留学生のための相談室が設置されているが、私立

大学では111校中わずか7校・短期大学4校中1校にしか

設置されていない。高専・専修学校については自由記

述の回答(伊藤・井上1998a)からみて、留学生の受

け入れに問題がないとしてほとんど相談室の必要性を

認めていない学校もあった。国公私大では相談室の必

要性は認めながらも、まだそこまで子が回らない学校

があるというのが現状のようである。

Table4 留学生相談窓の有無(部局数)

学校種別 有 無・無回答部局数 % 

国公立大 39α7.9%) 101(72.1%) 140 100.0% 

私立大 7 (5.2%) 127(94.8%) 134 100.0% 

短期大学 1(25.怖) 3σ5.0%) 4 100.0% 

高専 1α.側) 49(98.0%) 50 100.0% 

専修学校 1(12.5%) 7(87.5%) 8 100.0% 

合計 49(14.6%) 287(85.4%) 336 100.0% 

( 5 )留学生相談件数記録の有無

Table 5 に留学生相談件数記録の有無を示した。約

半数の学校では留学生の相談件数さえわからないとい

う実状である。

Table5 留学生相談件数合計記録の有無(学校数)

学校穏別有 無・無回答学校数 % 

国公立大 48 57.8% 35 42.2% 83 100.0% 

私立大 50 45.0% 61 55.0% 111 100.0% 

短期大学 1 25.0% 3 75.0% 4 100.0% 

高専 17 37.8% 28 62.2% 45 100.0% 

専修学校 4 57.1% 3 42.9% 7 100.0% 

合計 120 48.0% 130 52.0% 250 100.0% 
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(6) 1996年度 1年間の留学生の相談内容

336部局からの回答中、件数または人数が l回答以上

あったものが165回答(全体の49.1%) あった。それら

のうち160回答 (47.6%)が相談内容の件数が l件以上記

入されており、相談内容による人数が記入されている

のは156回答(46.4%)であった。それらのうち件数も人

数も l以上回答していたのは151回答であり、件数の

み回答されていたのが 9回答、人数のみ回答されてい

たのが 5回答であった。件数・人数とも記入なし、ま

たは O回答であったのは171回答(全体の50.9%)であ

った。

Table 6Aに相談内容を分野ごとの件数で示した。「そ

の他」の項目が一番多く (2069件)、続いて多いものか

ら、経済の問題(1946件)、生活の問題(1867件)、健康

上の問題(1165件)、修学の問題(887件)、文化の問題

(883件)、 言語の問題(730件)、人間関係の問題(627件)

の順となる。この結果を松原-石限(1993)と比較して

みると、やはり、経済の問題が件数として多い点で共

通している。松原・石限(1993)とを同等性の検定で比

較すると、 比率に有意な差があった (x2=998.4 df=7， 

p<.OOl)。期待値からのずれが大きかったものをとりあ

げると、(1 )言語の問題が本研究では有意に減少し

ており (27.7%→7.2%)、(3)文化の問題 (4.1%→8.7%)、

(5 )生活の問題 (14.0%→ 18.4%)、(6 )人間関係の問

題 (4.1%→6.2%)、(7)健康上の問題 (7.0%→ 11.5%)

の諸項目の比率が有意に増加していた。この変化は、

松原 ・石限(1993)で、ある大学の機関で言語の問題の

相談が多かったことによる乙とが大き L、。

また、 Table681こ相談内容を分野ごとの人数で示し

た。経済の問題の人数が一番多く (1002名)、続いて多

い順に、健康上の問題(632名)、言語の問題(623名)、

生活の問題(519名)、修学の問題(430名)、人間関係の

問題(362名)、その他の問題(312名)、文化の問題(115

名)、となる。同等性の検定をおこなって、松原・石限

(1993) と人数比較をすると、 2つの研究開には有意

差がみられた (X 2=71.3 df=7， p<.OOl ).が、これは

( 8 )その他の項目が本研究では有意に減少している

(14.3%→7.8%) ととによるものである。

これらの件数や人数について、大学や部局によって

ばらつきが大きいのは松原・石隈(1993)の大学別の統

計をみても明らかである。田中 (1993)は、留学生相談

の領域として、異文化間カウ ンセリング、心理相談、

健康相談、話し相手、進路相談、語学、学業、問い合

わせ ・要望の 8領域に整理している。田中 (1993)のい

Table 6A 留学生相談内容別件数 (160回答より)

相談内容 平均件数標準偏差最小値 最大値のべ件数

1)言語の問題 4.56 19.16 。 217 730 (7.2%) 

2)修学の問題 5.54 16.12 。 104 887 (8.7%) 

3)文化の問題 5.52 47.54 。 592 883 (8.7%) 

4)総済の|出j的 12.16 44.43 。 494 1946 (19.1%) 

5)生活の問題 11.67 57.96 。 690 1867 (18.4%) 

6)人間関係の問題 3.92 12.98 。 92 627 (6.2%) 

7)健康上の問題 7.28 19.64 。 120 1165 (11.5%) 

8)その他の問題 12.93 84.06 。 838 2069 (20.3%) 

合計 63.59 245.51 1 2877 10174 (100%) 

Table 68 留学生相談内容別人数 (156回答より)

相談内容 平均人数標準偏差最小値最大値人数

1)言語の問題 3.99 32.29 。 402 623 (15.6%) 

2)修学の問題 2.76 8.89 。 95 430 (10.8%) 

3)文化の問題 .74 3.91 。 45 115 (2.9%) 

4)経済の1，"，j!d1 6.42 16.99 。 141 1002 (25.1%) 

5)生活の問題 3.33 10.33 。 85 519 (13.0%) 

6)人間関係の問題 2.32 11.18 。 106 362 (9.1%) 

7)健康上の問題 4.05 12.22 。 94 632 (15.8%) 

8)その他の問題 2.00 6.50 。 46 312 (7.8%) 

合計 25.61 61.22 1 534 3995 (100%) 
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う 「話 し相手J. I進路相談jは今回調査では対応す

る項目がなL、。今回調査からみる と、田中 (1993)の桐

談領域では、 経済問題の比重が低いように見受けられ

る。経済問題は、 国費留学生か私費留学生かで、本人

の問題が全く違ってくる領域でもある。各学校の実状

にみあった対応が必要である。

(7)相談にきた学生の困っている状況

336部局からの回答の中で、 件数ま たは人数が l以

上回答されていたのは139回答 (41.4%)である。それら

のうち131回答 (39.0%)が相談内容の件数が l件以上記

入されており、相談内容による各人数が記入されてい

るのは134回答(39.9%)であった。件数のみ回答されて

いたのが 5回答、 人数のみ回答されていたのが 8回答

であった。件数・人数とも記入な し、または O回答で

あったのは197回答(全体の58.6%)であった。

Table7AとTable78に留学生の困っている状況を示し

た。 4つの内のどれかへの回答全体を相談内容でわり

算すると、件数では全体の14.4%(1468件/10174件)、

人数では全体の30.2% (1206人/3995人)であった。

留学生の困っている状況については、「情緒的には

安定していて、問題解決を求め、ガイダンスやアドパ

イスを必要jとしている件数が81.2%、人数で89.3%と

圧倒的に多い。「情緒的に不安定で専門家のカウンセ

リングを必要jとしているのは、ガイ ダンス ・ア ドパ

イスを必要とする件数の約1/10(8.2%) であった。ま

た、「精神科の治療Jや「内科の治療Jを必要とした

ケースも少なからずあった(件数で10.6%、人数で4.4%)。

件数/人数の比率が高いのでこれらのケー スは相談が

数度にわたることもあるこ とを示唆している。

松原 ・石限(1993)と比較すると、 件数比では有意差

があり (X 2=45.71 df=3， p<.001)、(3)精神科医の治

療の比率 (2.5%→6.8%) と (4 )身体的症状(1.8%→

3.8%)の 2項目が有意に増加していた。また、人数上じ

でも有意差があり (X 2=13.36 df=3， pく 01)、(4 )身体

症状の項目の比率が4.0%から 1.5%へと有意に減少して

いる。数字でみる限り、留学生相談における精神科

医 -内科医の役割が 6年間で強ま っている。

( 8 )留学生センターと学生相談室の留学生の利用状

況

留学生センターの留学生の利用状況について、 l

(よく来る) ー 5 (ほとんど来なL、) に回答したのは

57回答であった。また、学生相談室の留学生の利用状

況について、 1 (よく来る) ー 5 (ほとんど来ない)

に回答したのは193回答であった。それぞれの内訳を

Table 8AとTable88に示す。 留学生センターについて

は全体の 6剖が「よく来る」または「かなり来るJと

答えたが、 学生相談室の場合は13%と低くなっている。

2つの項目に両方答えた34回答をみると、留学生の利

用状況は留学生センター (M=2.35 SD=1.07)の方が

学生相談室 (M=3.79 SD=1.37) よりも、より利用さ

れていると担当者は知覚している (t(33)=7.9，Pく.001)。

Table 7A 留学生の困っている状況別件数 (131回答より)

困っている状況 (援助種類) 平均件数標準偏差最小値 最大値件数(%)

1)情緒的安定 (ガイダンス) 9.10 16.10 。 99 1192 (81.2%) 

2)情緒的に不安定(カウ ンセリング) .92 2.96 。 20 120( 8.2%) 

3)精神科医の治療(精神科医) 76 4.23 。 44 100( 6.8%) 

4)身体的症状 (内科医) 43 3.08 。 35 56( 3.8%) 

ムtコヨ口，. 11.21 16.62 1 99 1468(100%) 

Table 78 留学生の困っている状況別人数 (134回答より)

困っている状況 (援助種類) 平均人数標準偏差最小値 最大値 のべ人数

1)情緒的安定 (ガイダンス) 8.04 15.28 。 80 1077(89.3%) 

2)情緒的に不安定(カウンセリング) 57 1.83 。 15 76( 6.3%) 

3)精神科医の治療(精神科医) .26 1.16 。 12 35( 2.9%) 

4)身体的症状 (内科医) .13 .36 。 2 18( 1.5%) 

合計 9目00 15.39 l 83 1206(100%) 
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Table8A 留学生センターの利用状況 (57回答より)

利用状況 回 答 数 % 累積%

1)よく来る 13 22.8 22.8 

2)かなりよく来る 21 36.8 59.6 

3)どちらともいえない 15 26.3 86.0 

4)あまり来ない 7 12.3 98.2 

5)ほとんど来ない 1 1.8 100.。
合計 57 100.0 100.0 

Table8B 学生相談室の利用状況(193回答より)

利用状況 回答数% 累積%

1)よく来る 7 3.6 3.6 

2)かなりよく来る 18 9.3 13.0 

3)どちらともいえない 16 8.3 21.2 

4)あまり来ない 41 21.2 42.5 

5)ほとんど来ない 111 57.5 100.。
合計 193 100.。100.。

( 9 )上記の内容で相談にきた留学生が使っていると

思われる問題の解決方法に関する担当者の認知

今回は留学生や学生相談の担当者に対する調査であ

るので、留学生が使っていると思われる問題の相談相

手について、担当者がどう認知しているかを 1(よく

使っている)ー 3(ほとんど使っていなL、)の 3件法

で聞いた。 9項目の得点の平均と標準偏差をTab!e9に

示した。肯定・否定の得点の平均値を比較すると、最

もよく留学生が利用すると担当者に知覚されているの

が(2)同国人の学生・院生の援助と (1)本人自身による

解決である。次に(7)センター職員、 (5)大学教員、 (6)

学生部職員を問題の解決の援助者と認知している。

「ときどき使われているJと「ほとんど使われていな

Lリの中間として、 (8)センター・カウンセラー/アド

Table9 問題の解決法(担当者の認知)

項目(1)・(9)の平均と標準偏差

担当者の認知 平均値標準偏差有効回答数

1)自分で解決 1.39 .54 153 

2)同国の学生に相談 1.38 .58 164 

3)他国の学生に相談 2.34 .67 143 

4)日本人学生に相談 2.23 .65 146 

5)大学教員に相談 1.84 .63 168 

6)学生部職員に相談 1.99 .75 159 

ηセンター職員に相談 1.82 .69 76 

8)センターカウンセラーに相談 2.16 .77 63 

9)相談室カウンセラー相談 2.43 .65 106 

パイザ一、 (4)日本人学生/院生、 (3)他国の学生/院生、

(9)学生相談室カウンセラーの順にだんだん利用されな

いと担当者は認知している。ただし、この設聞は全体

的に有効回答数が低く、 9問全問回答したのは、 48回

答(14.3%)であった。

そこで、全問回答の場合の回答のパターンをみるた

め、クラスター分析(ウォード法)により、回答傾向

の類似性によって、項目を分類することを試みた

(Fig. 1)。回答傾向として、 (1)自分で解決と (2)同国の

学生の距離が近く 1つのクラスターをなしている。ま

た、 (3)他国の学生に相談、 (4)日本人学生に相談、 (5)

大学教員に相談の 3項目も lつのクラスターを形成し

ている。(6 )学生部職員(7 )センター職員(8 ) 

センター・カウンセラー/アドバイザー(9 )学生相

談室カウンセラーという、専門的援助者(水野1998; 

水野・石隈1998)が 3つ目の(樹形図では一番上では

あるが)クラスターを形成している。したがって、留

学生の相談相手は、学生自身や同国人という身内の相

手と、学生同士や大学教員の身近な非専門的相談相手、

そして、カウンセラーや担当職員など身近ではない専

o 5 10 15 20 25 
+ーーーー+ーーーーー1-ーーーー→ー一一一一1-ーーーー+

ηセンター職員に相談 ート一一一→

f---一ーー+8)センター約ンセラーに相談 ー+

6)学生部職員に相談 ー--1--ーーーーー+

9)相談室約ン切ー相談 ー+

3)他国の学生に相談 ー+ーーーーーー+

十一ー ーーーーー

+ーーー目白血ーーー+4)日本人学生に棺談ー+

5)大学教員に相談 ーーー一一ーーー+

1)自分で解決 ー--1-- ーーーーーーーーー ーーー目白

2)同国の学生に相談 ーー+

Fig. 1 問題の解決法(担当者の認知):ウォード法によるクラスター分析 (48回答より)
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門的な相談相手の 3つがあると、担当者は認知してい

る。石隈(1996)の専門的へルパーと役割的ヘルパーと

ボランティアヘルパーの 3分類と、ある程度対応して

いる結果であった。アジア系留学生を対象に相談相手

を調査した水野・石限 (1998)によれば、留学生は日

本入学生よりも問題を自分で解決する傾向が強く、専

門的へルパー(保健管理センター・学生相談室カウン

セラー・留学生アドバイザー)と役割的へルパー(指

導教官・クラス担任・日本語教員・留学生事務担当

者)に相談する傾向が強いが、ボランティアヘルパー

(同国人の留学生)に相談する傾向は弱く、相談内容

によって棺手を選んでいるということが示されてい

る。

〔考察〕

(1)留学生数の増加に伴う、留学生むけの相談体制

の整備の問題

松原・石隈(1993)は1990年度の調査のなかで各学校

ごとの統計表を示している。今回の調査ではこの調査

より多くの回答が得られた。 6年間の留学生相談の量

的な増大が明らかとなった。本報告では調査項目を松

原・石隈 (1993)に対応させてその比較おこなった。

留学生数の飛躍的増大は日本の大学教育にさまざま

な影響を与えている。詫摩・山本(1996)は1986年度よ

り1995年度までの日本全国の心理学系大学院の博士号

授与状況の調査をおこなった。この調査からは約10年

間で心理学分野で博士号を取得する学生数が増加して

いることが示された。とりわけ顕著で、あるのは、留学

生の学位取得者数の精加である。留学生の人数の噌加

が学位取得者数の総数を引き上げているといって良

い。このように日本での留学生の博士号取得者は文科

系である心理学分野でも増加している。とはいうもの

の、たとえば関 (1997)が指摘するように、留学生に

とって、日本留学の心理的負担は相当大きく、欧米へ

の大学院留学生に比べて困難も大きい。伊藤・井上

(1998b)の中途退学者研究においても、大学院を中退す

る留学生の中に、他の外国留学を進路選択した学生が

少なからずあった。これは、日本留学が欧米などの他

国への留学よりもリスクが高いことの結果であろう。

実証的なデータに基づき、援助体制の充実をはかると

ともに、制度的な改善も必要である。

( 2 )留学生・学生相談体制のありかた

日本人学生と比較すると、留学生は相談機関や精神

科医への来所率が低いという傾向が報告されている

(松原・石隈、 1993;大東・丸井・鈴木・大橋・坂

本，1993;大束、 1997)。また、留学生の訴えは、精神

的な理由で来談するのではなく、最初は主訴が身体的

症状で、相談のなかで心理的な問題が明らかになるこ

とも多い(大東，1997;弁上、 1997ab)。相談機関と医

療機関との連携については、各大学で実状がさまざま

であろうが、連携を強めることの必要性は明らかであ

ろう。たとえば井上(1998)では、健康診断がカウンセ

リングのきっかけになっている。カウンセラーが他の

機関と連携をとることも重要である。精神疾患が疑わ

れる場合のカウンセラー側からの精神科医への連携も

必要である(大東， 1997参照)。

また、治療的アプローチだけではなく、問題の未然

の予防のアプローチや、発達(開発)援助的アプロー

チが求められる。たとえば留学生の文化受容態度の変

化に対応する必要が有るだろう(井上，1997c:井上・

伊藤、 1995，1997) さらに、加賀美・箕口(1997)や高

松・白土 (1997)のようなコミュニティ心理学の観点

からの援助ネットワークの組織化も専門カウンセラー

と非カウンセリング援助者が連携してすすめる必要が

あるだろう。とはいえ、乙の主張は、心理職専門家や

カウンセリングの訓練を受けた専門家が配置されるこ

との重要性を軽んじるものではない。 Murphy-

Shigematsu (1997)が指摘するように、カウンセラー

としての適切な訓練を受けた援助者が日本では不十分

である。専門的なカウンセラーの体制が必要である。

( 3)留学生の負担が少ない相談体制

今回の調査では、問題の解決の相談相手として留学

生センターや学生相談室のカウンセラーはあまり利用

されていないと担当者から思われている、という結果

であった。しかし留学生のカウンセリングの利用率を

たかめ、気軽に相談できるような雰囲気づくりの努力

もおこなわれてきている。また、田中(1997)は、留学

生がe-mailによって問い合わせや相談がしやすくなっ

たことを指摘している。今後コンピュータネットワー

クやホームページの活用により、留学生が言語やコス

トや時間や心理的抵抗の障害を越えて相談に来やすい

環境を整えることが可能になっていくだろう。

大東 (199η は留学生相談のためのネットワークの活

用方法として、 (1)留学生カウンセリングに携わる担当

者相互のメーリングリストの活用、 (2)WWWなどを通

して留学生に相談できるアクセス先の情報の提供、 (3)

電子メールによるカウンセリングの実施の 3つの方法

を提唱し、これを「サイバーカウンセリングJと名付

け、「アクセスの敷居の高さJをやわらげる試みをお

こなっている。この電子メールは、来日直後の留学生
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であっても英文または日本文で情報をやりとりするこ

とができ、留学生の日本語の会話能力未習得と日本人

カウンセラーの外国語運用能力不足という 言語の障壁

を乗り越えることに有効で、あろう 。今後さらに、留学

生にとって負担が少ない相談体制の開発、工夫が求め

られよう 。

〔まとめ〕

l.日本の高等教育機関の留学生相談活動の実態を調

査するため、質問紙を411校の留学生担当部局に郵送

したところ250機関の336部局から回答が寄せられた。

2.留学生センターの設置率は国公立大学18.1%、私立

大学24.3%、であり、短大 l校、専修大学 l校の設置が

確認された。

3.留学生相談室は49部局で全体の14.6%に設置されて

いるという結果だった。

4.留学生相談件数の記録をもっているのは全体の 5

割弱であった。

5.留学生相談の内容は件数で多いのが経済の問題と

生活の問題、人数で多いのが、経済の問題と言語の問

題と健康上の問題であった。

6.留学生の困っている状況による分類については、

ガイダンスレベルでの援助内容が件数で 8剖・人数で

9 :li1Jを占め数は多いが、留学生相談の精神科医・内科

医の役割が6年間で噌大している。

7. 留学生による留学生センタ ーの利用は多いが学生

相談室の利用は少ない、と担当者は考えている。

8 留学生の相談相手は、自分で!終決したり同国の学

生に相談することが一番多く、次にセンターや学生部

の職員に相談し、日本・他国の学生やカウンセラーに

はあまり相談しないと、担当者は知党している。

9 留学生の増加lに伴い、留学生援助の機関の数が増

大した。医療機関との連携、学生相談体制の質の向上、

留学生の利用しやすさをたかめること、とりわけコン

ピュータネ y トワークの利用の推進、等が提案された。

[付記]本研究の l部は、伊藤・井上(1998a)として発表

された。本研究をおこなうにあたり全国の高等教育機

関の学生相談担当者、留学生担当者など関係者の皆様

にご協力をいただいた。また、松原迷哉 ・立正大学教

授と嶋津 12・東京都立大学教授に資料を提供してい

ただいた。心より感謝の;立を表したL、。

なお、本研究は、平成 8・9年度科学研究費補助金

(基盤研究(C)、課題番号08610111、研究代表者:井上

孝代)の補助を受けた。
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付録調査票

調査票B:外国人留学生相談の実態

この調査票は、相談活動にあたっている方のうち、お l人が所属部局を代表してお答え下さい。

1.機関名・部局名(

2.回答者のお名前(

3 .学生相談体制について有無と人数をお答え下さい

。学生相談室(全学生対象)の有無(1有・ 2無)

全学生のためのカウンセラーの数(専任

。留学生センターの有無 (1有・ 2無)

留学生のためのカウンセラーの数(専任

アドヴァイザーの数 (専任

その他の留学生専門(教)員 (専任

。留学生相談室の有無(1有・ 2無)

留学生のための留学生カウンセラーの数(専任

人、兼任

人、兼任

人、兼任

人、兼任

人、兼任

4・1996年度1年間の留学生の相談件数合計記録(1無 2有→

5・1叩6年度1年間の留学生の相談内容(可能な限りお答え下さ L、)

人)

人)、

人)、

人)

件、

(1)言語の問題(日本語、英語など)、( 件、 名)

人)

( 2 )修学の問題(学位論文作成、数学など)、J( 件、 名)

( 3 )文化の問題(習慣、宗教など)、( 件、 名)

名)

( 4 )経済の問題(授業料、生活費、本代、アルバイトなど) ( 件、 名)

(5 )生活の問題(食事、住居、気候など) ( 件、 名)

(6 )人間関係の問題(教官、友人、家族など)、( 件、 名)

( 7)健康上の問題(病気など)、( 件、 名)

(8 )その他 ( 件、 名)

6 .上記の内容で相談に来た留学生の困っている状況(可能な限りお答え下さ p)

(1)情緒的には安定していて、問題解決を求め、

ガイダンスやアドバイスを必要とした( 件、 名)

( 2 )情緒的に不安定で専門家のカウンセリングを必要とした( 件、 名)

( 3 )精神障害があると思われ精神科医の治療を必要とした( 件、 名)

(4 )悩んでいる問題の影響で、身体的な症状が現れ、

内科医の治療を必要とした( 件、 名)

7 (1)留学生センターの留学生の利用状況(当てはまる数字にOをlつ)。

31 

97/10/03 

1よく来る 2かなりよく来る 3どちらともいえない 4あまり来ない 5ほとんど来ない

6 わからない
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7 (2)学生相談室の留学生の利用状況(当てはまる数字にOを1つ)。

1よく来る 2かなりよく来る 3どちらともいえない 4あまり来ない 5ほとんど来ない

6わからない

8 .上記の内容で相談にきた留学生が使っていると思われる問題の解決方法に関する担当者の認知について、あ

てはまる+にOを付けてください

(1)自分で解決しようとした

( 2 )同国からきた留学生に相談した

( 3 )他国からきた留学生に相談した

( 4 )日本人の学生・大学院生に相談した

( 5 )教官に相談した

( 6 )学生部の職員に相談した

( 7 )留学生センターの職員に相談した

( 8 )留学生センターの

よく使っ ときどき ほとんど

ている 使っている 使っていない

+一一一一一+一一一一一+

+一一一一一+一一一一一+

+一一一一一+一一一一一+

+一一一一一+一一一一一+

+一一一一一十一一一一一+

+一一一一一+一一一一一+

+一一一一一+一一一一一+

カウンセラー・アドバイザーに相談した+一一一一一+一一一一一+

(9 )学生相談室のカウンセラーに相談した +一一一一一+一一一一一+

(10)その他(例を挙げて下さL、)

9 .留学生で中退した相談事例がありますか? 1無 2有(→具体的にお書き下さい。)

10.貧部局には留学生の心理的援助は誰が担当していますか?

部局名と職名とできれば全員のお名前を以下にお書き下さい。

部局 身分(常勤・非常勤)職名 名前

例:生活指導部

学生相談センター

教官 (常)

嘱託職員(非)

留学生生活指導教官

カウンセラー

11.貴相談部門で、留学生の相談をめぐ、って、制度的・身分的問題もふくめ

困ったこと、改善しようとしていること、などがあればお書き下さい。

(例:言葉の問題、相談員の待遇改善、研修の保障、情報が少ない、など)

ありがとうございました。
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井上孝子

井下忠男


